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１．自己評価について

〇自己評価について

１年に１回以上、自己評価結果の公表及び県への届出が義務
届出をしていない場合、
「令和７年４月から当該状態が解消されるに至った月まで、

障害児全員について減算（所定単位数の15％）」
※対象事業所
児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、共生型障害児通所支援事業
所、保育所等訪問支援事業所
※保育所等訪問支援事業所については、令和７年４月１日以降、新たに未公表減
算が適用

届出→自己評価結果報告書を県あて提出
公表→自己評価結果がわかる書類（結果のとりまとめなど）を

インターネット等で公表



１．自己評価について



２．５領域における個別支援計画について

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定（障害児支援関係）改定事項の概要
令和６年４月１日こども家庭庁障害児支援課参照



２．５領域における個別支援計画について

※こども家庭庁支援局障害児支援課発出
令和6年５月１７日事務連絡「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援

計画作成にあたっての留意点及び記載例について」別紙１ 個別支援計画の記載のポイ
ント参照



２．５領域における個別支援計画について



２．５領域における個別支援計画について



２．５領域における個別支援計画について



２．５領域における個別支援計画について



３．支援プログラムについて

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定（障害児支援関係）改定事項
の概要
令和６年４月１日こども家庭庁障害児支援課参照



３．支援プログラムについて

※注意事項
・令和７年４月１日以降に、支援プログラムの公表及び都道府県への

届出がされていない場合は、１５％減算
・事業所のホームページに掲載する等、インターネットの利用その他の

方法により広く公表するとともに、令和７年３月３１日（期限厳守）まで
に支援プログラムの公表状況に関する届出書を（※公表方法及び公
表内容を記載）県へ届出すること
→ＵＲＬを確認するため、届出はグラファー（大分県電子申請システム）

で提出ください。
・複数の事業所を一体的に行う多機能型事業所の場合は、それぞれの

事業ごとに支援プログラムを作成
（例：児童発達支援、放課後等デイサービスをしている事業所は両方

作成すること）



３．支援プログラムについて

令和６年７月４日付け事務連絡「児童発達支援等におけ支
援プログラムの作成及び公表の手引き」参照



３．支援プログラムについて



３．支援プログラムについて



３．支援プログラムについて



４.障害福祉人材確保・職場環境改善等事業について

【障害福祉人材確保・職場環境改善等事業について】
（補助金）

→福祉・介護職員の賃上げ等を目的とする補助金

〇補助金の申請は、法人ごとに都道府県に提出
〇提出期限

令和７年４月１５日（火） ※締切厳守
〇申請は、大分県電子申請システムで受付
※記入漏れや誤送付を防ぐため、

郵送・メール・FAXでの提出はご遠慮ください。
〇問い合わせは、下記コールセンターにお願いします。
【福祉・介護職員等処遇改善加算 コールセンター】
TEL：０５０－３７３３－０２３０
受付時間 ９：００～１８：００（土日含む）



４.障害福祉人材確保・職場環境改善等事業について



5．処遇改善について

【処遇改善加算について（加算）】
→毎年、４月に提出いただいている処遇改善計画書を電子化

大分県電子申請システムで提出
※記入漏れや誤送付を防ぐため、

郵送・メール・FAXでの提出はご遠慮ください。

〇提出期限
令和７年４月１５日（火） ※締切厳守

〇障害福祉人材確保・職場環境改善等事業の補助金と
様式が一体化しているため、提出先に注意願います。



5．処遇改善について

【処遇改善加算について（加算）の変更点】
〇令和７年度から新たに適用される「職場環境等要件」について
→（１）令和７年度中に要件整備を行う誓約をすることで、

職場環境等要件を満たしたものとする。
（２）「障害福祉人材確保・職場環境改善等事業補助金」を

申請している事業所は、職場環境等要件を
満たしているものとする

〇「改善後賃金年額４４０万円」への対応
→現行規定において、「加算の算定見込額が少額であることその他

の理由により、当該賃金改善が困難である場合」は、当該要件の
適用除外となっている点について、当該規定の周知や明確化を行
う。（通知改正、ＱＡの発出）



5．処遇改善について



情報公表制度について



令和6年4月報酬改定資料

登録シートを県に提出（※）→県で登録→詳細事項を入力し承認申請→県が国へ公表依頼→完了
（※）新規事業所：申請書に添付

その他未登録事業所：メールにて提出（提出先：s12500@pref.oita.jp）



大分県ホームページ
「WAMNET」で検索



情報公表制度における注意事項
〇情報更新

毎年5月上旬にWAMNETよりメール通知

7月末までに、事業所情報を更新し、承認申請

（情報に変更ない場合も承認申請が必要）

〇メールアドレス

補助金、国通知、各種研修の案内等周知に使用

変更がある場合は、都度障害福祉課施設支援班へメー
ルで報告してください

～メール本文に記載するもの～

・法人名

・事業所名（事業所メアドに変更がある場合のみ）

・変更後メールアドレス

報告先：障害福祉課施設支援班：s12500@pref.oita.jp



障害者虐待防止について



令和6年4月報酬改定資料



虐待防止における注意事項

〇運営規程

運営規程には、下記５つについて明記す
ること（事業所ハンドブック指定基準編P55）

・虐待の防止に関する担当者の選定

・成年後見制度の利用支援

・苦情解決体制の整備

・従業者に対する虐待の防止を啓発・普
及するための研修の実施

・虐待防止委員会の設置



虐待防止研修について
〇従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する
こと

（年1回以上）

〇参考となる研修および資料

・【厚生労働省】障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修

講義動画

・大分県障害者虐待防止・権利擁護研修

毎年12月～1月頃実施

講義動画の視聴及び集合形式による演習



虐待と思われる行為を発見した場合
障害者虐待防止法第十六条

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる
障害者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報しなけれ
ばならない。

☆通報→相談

☆通報（相談）先は、虐待を受けたと思われる利用者の援護（支
給決定）市町村

〇通報（相談）後の対応

行政による立ち入り調査等

→通知、指導等

※あくまで、虐待者を指導・処分する

ためではなく、施設の支援体制の改善

を図るもの



サービス管理責任者・
児童発達支援管理責任者の

資格について





サービス管理責任者等として従事するための要件• サービス管理責任者等として配置されるためには、２つの要件を満たす必要あり。

• 【１】実務経験要件

条件により異なる。詳しくは次ページ以降のとおり。

• 【２】研修修了要件

• ■従事するための要件

（１）相談支援従事者初任者研修

（２）サービス管理責任者等基礎研修

（３）サービス管理責任者等実践研修

■資格を維持するための要件

実践研修修了後の翌年度から５年間の間に１度更新研修を修了

【研修の受講に関する実務経験要件】
（１） 基礎研修: サービス管理責任者等としての実務経験要件を満たす２年前から受講可。
（２） 実践研修: 基礎研修修了後、実践研修受講開始日前５年間に、通算して2年以上、

相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者。
（３）更新研修:  過去５年間に２年以上のサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者・管理者・相談支
援専門員の実務経験。又は 現にこれらの業務に従事していること。



１年につき180日の勤務
（常勤・非常勤問わない）が必要

（例）例：５年間の実務経験を要する場合、５年以
上かつ900日（180日×５年）の勤務があれば要件

を満たすものとする。





サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修
実施主体（問合せ先）：大分県社会福祉士会

• 更新研修 日程：①令和７年６月１７日、２４日

②令和７年７月１０日、１１日

③令和７年９月３日、４日

申込：４月１日（火）より開始

• 基礎研修 日程：①令和７年１０月２日、３日

②令和７年１０月２１日、２２日

申込：７月～申込受付開始予定

• 実践研修 日程：①令和７年１０月２８日、２９日、１１月４日

②令和７年１１月１９日、２０日、２６日

申込：７月末～８月初旬申込受付開始



相談支援従事者研修（講義部分）

• 初任者研修（講義部分のみ）

対 象 者 ：サービス管理責任者または児童発達支援管理責任者になる予定
の者

（※実務経験要件あり。サービス管理責任者等基礎研修と同要件）

実施方法：e-LEARNINGにて講義視聴・レポート作成

申 込：６月下旬～７月上旬予定

日 程：８月初旬～８月中旬

※相談支援専門員になる方の研修は別途開催。（申込も別です）

サービス管理責任者等基礎研修
受講前に受講が必要。





実践研修の実務経験（OJT）特例に必要な届出について

添付書類

（１）サービス管理責任者等実践研修 実務経験（OJT）特例に関する届出書
（２）従業者の勤務形態一覧表
（３）経歴書
（４）実務経験証明書

※基礎研修受講時点ですでにサービス管理責任者等の配置に係る
実務経験要件（相談支援業務又は直接支援業務３～８年）を
充足していることを証明するもの。
※有資格者等の場合は、資格を証明する書類も添付してください。

（５）組織体制図
（６）サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者基礎研修修了証の写し
（７）相談支援従事者初任者研修修了証の写し

（注1）正本・副本の計2部ご提出ください。
副本1部は受付印を押印して返却しますので、
押印後の写しを実践研修の申込時にご活用ください。

（注２）返信用封筒（※切手を必ず貼ること）を必ず添付してください。

基礎研修等修了後、
OJT開始前の届出が必要です。



大分県障害福祉課HP抜粋

様式掲載場所（県HP）URL：https://www.pref.oita.jp/soshiki/12500/sabijikan-ojt6.html



実務経験（OJT）特例時の注意点について

令和５年３月３１日厚生労働省事務連絡「サービス管理責任者等研修の取扱い等に関するＱ＆Ａについて」抜粋



実務経験（OJT）について

令和５年３月３１日厚生労働省事務連絡
「サービス管理責任者等研修の
取扱い等に関するＱ＆Ａについて」抜粋



実務経験（OJT）について

令和５年３月３１日厚生労働省事務連絡
「サービス管理責任者等研修の取扱い等に関するＱ＆Ａについて」抜粋



変更・加算届出書の提出について



変更届について
・指定事業者・施設において、指定内容に変更があった場合は、その変更にかかる事項につい
て、変更後１０日以内に届出を行う必要があります。

・定員変更、区画変更、移転等の届出によっては、事前協議が必要な場合がありますので、事
前に障害福祉課施設支援班に連絡してください。（TEL：097-506-2745）

※変更指定申請が必要な場合
・施設入所支援の種類変更、または、施設入所支援、生活介護、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、障
害児（通所・入所）の定員を増員させる場合には、変更申請が必要となります。

提出は変更の前々月末までに必要です。
（例：８月１日に変更の場合は、６月末までに必要書類一式の提出が必要）





事業所の廃止（休止）について

※廃止・休止については、事前に障害福祉課へ連絡のうえ、
廃止（休止）予定日の一ヶ月前までに関係書類を添えてご提出ください。

※廃止の際は、現に指定障害福祉サービスを受けている利用者等に対し、
移動先等の希望や意向等を聴取するために実施した個々の面談記録等、指
定障害福祉サービス事業者として利用者に対し責任ある対応を図ったことが
確認できる資料も併せて提出すること。

※休止期間は原則１年ですので、１年以内に再開が見込まれない場合（再開
に向けた対応策が取られていない等）は廃止届を提出すること。なお、再度、
新規指定を受けることは可能です。但し、事業所の状況を聴き取りにより延
長が必要と判断した場合に限り、１回かつ１年以内の延長を認めるものとしま
す。



各種加算等では、人員基準、設備基準、利用者要件、支援実績等の実体的要件
に加え、県（又は中核市）への届出が必要となる加算がある。

１ 届出が必要な加算
報酬告示に「・・・として都道府県知事に届け出た○○○事業所において」

といった記載があるもの。＝「体制等状況一覧表」に項目があるもの
【要届出（例）】・福祉専門職員配置等 ・食事提供体制 ・送迎体制
【届出不要（例）】・欠席時対応加算 ・医療連携体制

2 届出が必要な場合の提出期限
加算開始月の前月15日まで
（例:３月１５日までに不備なく届出された場合、４月１日より加算算定可となる）
※例外有り⇒食事提供体制加算は届出日から算定可
※加算が算定されなくなる場合（単位数が減少する場合）等は、速やかに届け出て

ください。この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算の算
定ができません。

加算届について



その他伝達事項に
ついて



定期歯科健診

県では、県民自らの歯と口腔の健康づくりの促進を図るべく、令和6年3月に「第二次大分県歯科口腔保健計
画」を策定（計画期間 令和７年度～１７年度：１２年間）

計画の中で、障がいがある方に対する歯科口腔保健対策を定め、定期歯科健診実施率の上昇に向けた取組
を実施

○協力歯科医療機関の設置及び定期歯科健診の実施について

協力歯科医療機関の設置

「あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない」

＊厚生労働省令又は内閣府令で定められたサービス種別
・指定障害者支援施設等 指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準

第46条第2項
・指定共同生活援助事業者 指定障害福祉ｻｰﾋﾞｽの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

第212条の4第2項
・指定福祉型障害児入所施設 指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準

第39条第2項



これまで、公的価格として報酬額が定められている医療・福祉施設等に対して、独自に累次の緊急対策を
講じてきたが、この間、国の報酬改定等が一定程度進んだものの、それを上回る食材費や燃油等のエネル
ギー価格の高騰が継続

そこで、引き続き、こうした上昇分の一部を助成することにより、県民生活に密着した地域医療や福祉等を
支援

具体的には、物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、その運営者に対し下
記の補助金額を交付する予定

入所施設 10,000円／人 通所施設 80,000円／施設 訪問その他施設 25,000円／施設

＊令和7年6～7月頃からの受付開始を目指し準備中（ただし、変更の可能性あり）

○社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業

（参考）
R6.12.4事務連絡「障害福祉サービス事業所・施設等への支援に関する『重点支援地方交付金』等の更なる活用について」（抜粋）

厚生労働省・こども家庭庁としても、エネルギー価格や食料品価格の高騰など物価高騰により厳しい状況にある障害福祉サービ
ス事業所・施設等に対し、本交付金による緊急かつ実効性のある支援につなげたいと考えております。

このため、各都道府県・市町村において、ご対応いただきたい支援事業の標準について、下記のとおりお示ししますので、可能な
限り早期の予算化に向けた検討を速やかに進めていただきますようお願いします。

１. 障害福祉サービス事業所・施設等への物価高騰対応支援事業の実施



○認証制度（「ふくふく認証（障がい福祉分野）」）について



○障害福祉分野就職支援金貸付事業について



ご清聴ありがとうございました。


